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Ⅰ．はじめに 

近年、障害の有無にかかわらず職業を通じた社会参加と自己実現、そして経済的自立の機

会を作り出していくという理念が少しずつであるが一般社会に理解されてきている。また、

障害者雇用率の達成に関する企業の社会的責任（Cooperate Social Responsibility: CSR）や

誰もが働きやすい職場作りであるダイバーシティ・マネージメントといった考え方も広く浸

透しつつある。このような中で、現在、障害者の職業紹介件数及び就職件数が増加してきて

いる。特に精神障害者及び発達障害者の急激な増加が注目される一方で、知的障害者の件数

も着実に増加している（厚生労働省，2019）。このように見ると障害者の社会参加や一般就

労への移行に関して何ら課題なく、スムーズに進んでいるように思われるが、障害者の職場

定着率の低さ、マッチングの失敗等や合理的配慮の不足による離職等の課題は山積している。 

実際、知的障害者の一般就業に目をやると、同様の課題が確認できる。高瀬・大石・西原

ら（2017）の公共職業安定所（ハローワーク）調査によると、障害者求人で就職した 409 人

の知的障害者の職場定着率は、3 か月後が 91.2％、1 年後が 75.1％であった。障害開示と障

害非開示の一般求人となると更にその率は低くなり、1 年後はそれぞれ 46.2％と 19.4％であ

った。また、その知的障害者における 1 年未満での離職理由として、「業務遂行上の課題」、

「労働条件が合わない」、「基本的労働習慣に課題あり」といった理由が上位を占めていた。

このように、まだまだ知的障害者の離職率の高さがあること、その離職には職務とのマッチ

ングや就業する中での職業上の課題の顕在化があったことが推察される。また、職場適応に

向けては障害者本人の課題改善のみが求められるものではなく、雇用受入をする職場側の合

理的配慮の提供が重要となる。職場適応に向けては、「知的障害者の能力や技能に合わせた業

務選択、業務の切り出し」（森・金城・金城ら，2014）といった合理的配慮の提供が必要で

あり、この配慮内容の検討のための対応が求められる。しかし、特に配慮提供に関して、企

業、支援者、そして本人においては、「どのような配慮を提供すればよいかわからない」など
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の配慮提供に関する困惑があるようである。 

このための支援として、職場適応援助者（ジョブコーチ）などによる職場定着支援がしば

しば注目される。しかし、むしろ就労アセスメントは、常日頃の支援と密接に関連するだけ

でなく、一般企業への移行の手立てを明確にすることを可能とするため、一般就労への移行

及び職場定着に係る支援を提供する上での基盤となる。この就労アセスメントは、障害者の

就労支援の取組みである職業リハビリテーション（以下、「職リハ」とする）では、職業アセ

スメントや職業評価という支援の位置づけでこれまで提供されてきた。Rubin, Roessler &

Rumrill（2016）は、職リハのプロセスは、評価、プランニング、介入、配置の４つの時期

から構成され、この内の評価は、障害者の①現在及び可能性としての職業的な力や興味の幅

を理解し、②そのような力や興味に見合った可能性ある仕事について知り、③そのために必

要なサービスや支援について知ることができるように支援することが必要と述べている。ま

た、Roessler & Rubin（1992）は、評価の最終目標はクライエントである障害者と支援サー

ビスに関する情報を統合し、最も実現可能な職業的目標を明確化することにあると述べてい

る。このように、アセスメントは、現状の把握だけでなく、可能性の検討と一般就労等への

移行に向けた最適なサービスの選択に繋がるものとされていることが分かる。加えて、

Strauser, Chan, Wang et al.（2014）は、職業評価は障害者のキャリア発達と雇用の促進の

ための重要なサービスの一つとして捉え、望ましい成果を達成するための目標や成果を決め

るために行われる必要があると述べている。つまり、個別性の高い障害者の個人目標やその

結果の振り返りをする際には、このアセスメントが不可欠であるということが理解される。

日本では、就労アセスメントのような職業的アセスメントの支援として代表的なものとし

て、障害者の就労を支える取組みである職リハの専門機関の一つである地域障害者職業セン

ターにおける「職業評価」が挙げられる。地域障害者職業センターでは、支援対象障害者の

支援に際しては職リハ計画を策定し、職業評価と呼ばれる職リハ計画の策定のためのアセス

メントの支援を実施している。森（2017）は、この職業評価の実施において必要となる視点

として、①現状だけでなく、将来の予測を含めた評価をすること、②個人と環境の 2 つの視

点から可能性を予測すること、③障害者本人と支援者との協働作業であることを認識するこ

と、④必要に応じて今後の支援目標や内容を見直すための再評価を実施することの 4 点を挙

げている。このように同様な重要性の認識があることが確認できる。

就労アセスメントに関しては、このような重要性が指摘される一方で、障害者の就労支援

における実践研究において明確にアセスメントの実施を記載した文献数は少ない（塩澤・遠

藤・大川ら，2018）。また、教育分野における心理検査の使用実態についての文献研究は確

認できるが（小原・韓，2015）、実践場面での使用法（評価のあり方）等について研究はわ

ずかである。特に、労働分野（職リハ及び就労支援に関する実践領域）における研究はほと

んど見られない。そのため、就労アセスメントの実態について理解することが、今後の知的

障害者などの就労支援における支援強化を考える上で必要であると考えられる。 

先に述べたように職リハ機関の一つである地域障害者職業センターにおける就労アセスメ

ントの支援における位置づけは明確であるのに対して、同じく職リハ機関の一つである障害

者就業・生活支援センター（以下、「就生センター」とする）における就労アセスメントの状

況について十分に明らかにされていない。そこで、まずは本研究では、就生センターにおけ

る就労アセスメントの実施実態を明らかにし、その実施促進に向けた今後の課題について整

理する。 
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Ⅱ．方法 

1. 調査対象

全国の就生センター、全 334 所（2019 年 6 月 1 日現在）を調査対象機関とした。回答に

ついては、担当部署の組織としての回答を求めた。 

2. 調査方法

就生センターに対し WEB 調査を実施した。就生センター直接又は法人代表のメールアド

レスに対して依頼文を送信した（連絡先が不明のセンターに対しては依頼文を FAX で送信し

た）。最終的に計 87 機関からの回答を得て、回収率は 26.0％であった。

3. 倫理的配慮

調査表の一面に、調査データを厳重に管理すること、個人情報を特定しない形での分析を

行うことを明示し、調査への回答をもって同意を得たこととした。 

Ⅲ．結果 

1. 就労アセスメントの実施状況

就生センターにおける 2018 年度の支援対象者の障害種別について支援頻度の選択で回答

を求めた。図 1 の通り、回答を得た 87 機関において、知的障害者は「頻繁に支援する」と

すべての機関から回答を得た。他の障害については、精神障害者及び発達障害者は「頻繁に

支援する」、身体障害及びその他障害（高次脳機能障害、難病等）は「まれに支援する」が主

の回答割合であった。 

図 1  障害別の支援実施頻度 
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次に、2018 年度に就労アセスメントを実施したと回答した機関は、回答を得た 87 機関中

44 機関で 50.6％の約半数の機関で実施していた。この未実施の理由の多くは「就労アセスメ

ントの依頼がなかった」と回答した。図 2 の通り、就労アセスメントを実施した 44 機関に

おける知的障害者に対する実施状況は 93.2％であり、他の障害に比べてほとんどの機関で知

的障害者に対するアセスメントの実施をしていた。

図 2  障害別の就労アセスメント実施有無 

2. 就労アセスメントの実施方法

次に 2018 年度において知的障害者に対する就労アセスメントを実施したと回答した 44 機

関に対して、就労アセスメントの実施方法を最大 2 つまで選択して頂いた。結果、知的障害

者に対する就労アセスメントの実施方法は図 3 の通りであった。知的障害者に対する就労ア

セスメントの実施方法として、「対象者、家族、関係者等への面接」、「企業実習」、「チェック

リスト等を活用した調査」、「事業所内で通常実施している各種作業」が主に挙げられていた。

図 3  就労アセスメントの内容 
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3. 就労アセスメントの実施目的

また、回答のあった 44 機関に対し、就労アセスメントの実施目的を最大２つ、その後、「実

施されているので該当なし」又は必要性は感じているが未実施の目的を最大２つまで選択を

頂いた。結果、知的障害者に対する就労アセスメントの実施目的及び未実施目的は図 4 の通

りであった。主たる実施目的が「作業態度、作業遂行力の把握」（42.0％）及び「対人対応、

社会生活面の状況把握」（25.9％）であった。その一方で、未実施の目的はないと回答した割

合は 20.3％であった。そして、図 4 の通り、「日常生活の状況把握」（31.9％）、「自己理解の

状況把握」（21.3％）の未実施目的があるとの回答状況であった。 

図 4  就労アセスメントの実施目的及び未実施目的 

4. 就労アセスメントの実施効果

回答のあった 44 機関に対し、就労アセスメントの実施効果について複数選択で回答を求

めた。結果、就労アセスメントの実施効果は図 5 の通りであった。「支援対象者にとって必要

な配慮事項を整理できた」（26.2％）、「支援対象者の伸びしろを把握できた」（20.4%）、「一

般就労に向けた見通しを持つことができた」（19.4％）の効果があったと認識されていたこと

が確認できた。 

図 5  就労アセスメントの実施効果 
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5. 就労アセスメントの実施上の課題

また、就労アセスメントの実施上の課題について該当するもの一つの選択を求めた。結果、

実施に関する課題については図 6 の通りであった。「課題なし」の認識は 19.0％であり、「ア

セスメント実施のためのマンパワー面（人員体制・実施時間の確保など）の不足」（33.3％）、

「アセスメント実施のための環境面（スペースやツールなど）の不足」（19.0％）が課題とし

て挙げられた。

図 6  就労アセスメントの実施上の課題 

Ⅳ．考察 

1. 支援の見立てに向けての情報の統合

就生センターに対する実態調査では、近年就職件数等が増加する精神障害者及び発達障害

者の支援頻度も高まっている状況が確認できた。その一方で、本研究で分析対象とした知的

障害者の支援は全ての調査対象機関において恒常的に支援があった。また、それと共に、知

的障害者に対する就労アセスメントもほとんどの機関で実施されている現状にあった。精神

障害者及び発達障害者といった職業上の重度と呼ばれる障害者への対応の増加からこれらの

障害に関する知識や支援技法の獲得が求められているが、変わらずに知的障害者に対する支

援も必須であると理解される。よって、知的障害者に対する支援の質を落とすことなく、的

確な支援を提供できるような準備が必要であると考えられる。 

次に、就労アセスメントの実施内容については、必ずしも標準化された検査器具を実施さ

れているわけではなく、相談場面を中心とした聞き取りや企業実習等による観察評価が実施

されていた。現状の実態のような就労アセスメントであるということを踏まえると、「得られ

た情報が就労支援においてどのような意味を持つのか」や「本人のニーズを踏まえた際にど

のような支援制度を用いるのか」といったような形でアセスメントから得られた情報を統合

することが重要であると考えられる。 

これはいわば、支援者の「見立て」の確立が重要になるということである。この「見立て」

は臨床心理学分野においてよく用いられる用語であるが、職リハの実践場面でもしばしば使

用される。土居（1992）は、見立てを「ここでいう診断とは単に分類のためにレッテルをは

ることではない。そうではなく、患者の病状を正しく把握し、患者と環境の相互作用を理解
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し、どの程度まで病気が生活の支障となっているかを読み取ることである」と解説している。

職リハにおいては、就労支援の今後の介入や支援の方法、大まかな個別の支援計画といった

ものの見通しといったような意味合いで用いられている。就労アセスメントで得られた情報

の統合とは、就労支援の実践上は、この見立てといった形で説明できる。青山・岡田（2019）

は、就生センターに対する精神障害者のアセスメント実践の質的向上に向けた調査の分析の

結果、業務に関する知識だけでなく、「批判的思考態度」の育成が必要と結論づけている。こ

の「批判的思考態度」は実践における情報の取捨選択及び計画立案に関連する態度であると

考えられ、この見立てという支援概念と同一のものであると考えられる。今後の就労アセス

メントの実施促進に向けては、この就労支援における見立ての力を育成することが求められ

るであろう。障害者の直接的就労支援に携わる障害者就業・生活支援センターの支援者は、

福祉関連の資格を所持すること及び職場適応援助者（ジョブコーチ）などの研修を受講し研

鑽を積んでいる。その一方で、この見立てという能力は、就労支援の実践の中に内包され、

言語化されにくいものである。そのため、単なる座学の知識だけでは獲得することが難しく、

一般的に実際の就労支援をする中で経験的に獲得するものであると考えられる。そのため、

事例検討やスーパービジョンといった実践現場における研修のあり方の工夫が求められると

考えられる。このような研修のあり方は現段階で十分であるとは言い難く、今後の検討して

いくことが必要な課題であると考えられる。 

2. 連携を活用したアセスメント

就労アセスメントの実施は、企業において働く際の職場で必要とされる配慮事項の検討、

個人に対する就労支援の改善及び見通しの把握が可能といった効果があることが明らかにな

った。このようなアセスメントの効果がある一方で、就労アセスメントを通して達成できて

いない目的として「日常生活の状況」及び「自己理解の状況」といったことの把握が挙げら

れていた。就労アセスメントの更なる効果を高める上では、職場適応のための支援の手立て

や職務とのマッチングの検討のための情報把握だけではなく、職業生活の維持を目指した日

常生活状況の把握といったアセスメントの幅を広げること、加えて、自分自身を理解し具体

的な支援や課題改善につなげるために必要とされる自己理解の促進の観点を取り入れた効果

的なフィードバックをアセスメントの中で実施していくことが必要と考えられる。特に、こ

の自己理解の支援は、就労支援においてはしばしば必要とされるものである（前原，2018；

前原，2019；前原・八重田，2019）。というのも、これは本人の主体性及び自己決定の促進

につながるだけでなく、職場適応に必要となる具体的な対応方法を明確化することに繋がる

からである。知的障害者は一般的に自分自身を客観視し、長所や課題理解につながるきっか

けを得るということを苦手とするため、このような観点から就労アセスメントを実施してい

くことは、就労支援にとって有効であると考えられる。しかし、このような就労アセスメン

トを実施していく上では、実施上の課題として挙げられたマンパワー不足やスペース及びツ

ールの確保といったことが実情としてある。このような課題がある中で、就労アセスメント

の効果をどのように上げていくかということを検討することが必要である。ここで必要とな

る視点が、やはり多機関連携である。多機関連携というと、既に多くの場面で必要性が指摘

されており目新しい視点ではない。しかし、その一方で、必要性が多く指摘される一方で、

職リハのような様々な機関が交わる連携場面においては、その多機関連携が実践上難しいの

が実情ではないだろうか。前原（2010）は、職リハにおける連携促進のための視点として、
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個々の支援者の目的を共有すること必要ということを指摘している。就労アセスメントは、

支援の手立てを検討するための情報収集の場であり、幅広く多様な情報を得るということで

目的の共有をし、連携のための方針を検討するという場に繋がる支援である。よって、連携

促進のきっかけになりやすいものであると言える。このような多機関連携のためのきっかけ

として就労アセスメントを活用していくことが求められる。 

Ⅳ．まとめと今後の課題 

 本研究では、職リハにおける支援機関の一つである就生センターでの就労アセスメントの

実施状況について報告した。結果、就労アセスメントの実施促進及び実施内容の改善に向け

ての研修のあり方の検討及び多機関連携促進の必要性が示唆された。本研究は、あくまでも

就生センターにおける就労アセスメントの実施実態を把握した調査であるが、調査の回収率

が低いといった課題が見られる。また、就労アセスメントの実施促進に影響する要因の検討

等については行えていないことも課題である。よって、今後は、就労アセスメントの実施促

進に影響を与える要因等の調査を行うと共に、その改善に向けた介入等を質的及び量的に実

施していくことが必要である。 

付記 
本研究は、厚生労働行政推進調査事業費補助金「就労に関するアセスメントツールや手法

の活用実態と課題についての研究」（研究代表者：前原和明）の一部として助成を受けた。 
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Survey on Vocational Assessment for the Person 
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Livelihood Support Centers for Person with 
Disabilities 
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ABSTRACT 

Vocational assessment is important in work support because it can provide guidance in 

support. This paper investigates the actual situation of vocational assessment for the 

person with intellectual disability at the Employment and Livelihood Support Center for 

the Disabilities. As a result, at the Employment and Livelihood Support Center for 

Persons with Disabilities, observation and evaluation were conducted in consultation 

interviews and workplace training, etc., rather than in standardized testing tools. 

Therefore, skills to integrate information from various assessments were considered 

necessary. In addition, the necessity of feedback to promote self-understanding and the 

lack of manpower in conducting assessments were identified. In order to solve these 

problems, multi-disciplinary cooperation was considered to be necessary. It was 

concluded that it was necessary to examine the training which improves the skill of the 

information integration of the supporter and multi-disciplinary cooperation. 
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